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研究成果の概要： 

周防灘西岸の人工海岸と干潟海岸を対象として海面上昇による影響やそれに対する適応策を

検討する上で重要となる沿岸域管理の工学的手法を開発し，それを用いて海面上昇の影響を明

らかにする目的で研究を行った．高潮災害の危険度の増大に関しては，伊勢湾台風規模の台風

によるとその経路によっては偏差値が 4m 以上となり，満潮位にそれを加えた可能最大潮位は

約 7.8m となるが，確率年としては 2000 年以上である．構造物近傍の波浪場を精度よく計算す

ることができる数値解析法を開発し，海面上昇後の人工海岸における越波量計算を行い，適応

策の一つとして考えられる嵩上げされた護岸でも許容越波量をはるかに上回る越波が起こるこ

とを明らかにした．さらに，干潟海岸ではカブトガニ幼生を指標種としてその生息環境を明ら

かにし，海面上昇によりその生息範囲が著しく狭められることを明らかにした． 
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１．研究開始当初の背景 

 沿岸域における自然環境を保護・保全す

るとともに災害を軽減・防止し，同時に経

済的活力を維持するためには総合的で長

期的な視点に立った管理が必要である．特

に，長期的な観点からは地球温暖化にとも

なう海面上昇を考慮した沿岸域の脆弱性

の評価がなされてきており，その成果をふ

まえて海面上昇に対する適応策をどのよ

うに考えるかが重要な課題となっている．

また，脆弱性評価の過程で沿岸域における

国土保全，開発利用，環境保全の３つの目

標を同時に達成することの難しさが指摘

された．これら沿岸域における諸問題は，

総合的沿岸域管理制度の枠組みで対応す

ることが最良の方向性であると認識され
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はじめている． 

 従来，適応策の準備段階としての気候変動
および海面上昇の影響評価については多くの
研究がなされてきたが、適応策そのものに関
する研究は国際的にもきわめて少ない。一方，
沿岸域における外力である波浪や高潮の推算
については，近年非線形性などを考慮した数
値モデルの進歩が目覚ましい．しかし，これ
ら数値モデルと GIS を統合して，ハザードマ
ップの作成や各種海岸形態に対する影響評価
に関する研究は，世界的にも緒に就いたばか
りであると考える． 

 

２．研究の目的 

 港湾や埋立などの人工海岸や砂浜・干潟海
岸のような自然海岸などの各種形態の海岸に
おける海面上昇による影響やそれに対する適
応策を検討する上で重要となる総合的な沿岸
域管理制度を確立するために必要となる工学
的手法を開発し、それを用いて海面上昇によ
る影響を明らかにする目的で，以下の研究を
行った． 

(1） 海面上昇により高潮災害が増大するこ

とが最も危惧されることから，既存の

潮位データを収集し極値解析等の統計

分析を行って，周防灘西岸の高潮特性

を明らかにする．また，モデル台風と

海面上昇のシナリオを用いて，周防灘

を対象とした高潮数値計算および波浪

変形計算を行い，海面上昇の高潮への

影響を推算する． 

(2） 沿岸域における人工システムの代表と

して埋立地と護岸形態の新門司港を対

象に，海岸構造近傍の複雑な波動場を

精度良く計算できる数値解析法の開発

を行い，それを用いて海面上昇と適応

策のシナリオに対する危険度の変化を

検討する． 

(3） 自然海岸に関しては曽根干潟を対象と

して，絶滅危惧種であるカブトガニの

幼生を指標種として，生息環境の物

理・化学的特性を把握し，海面上昇に

よる生息環境の変化を予測し，その影

響を明らかにする．  

 

３．研究の方法  
(1） 海面上昇のシナリオとして IPCC の第

３次および第４次評価報告書で提案され

ている上昇水位と天文潮位による水位を

変えて，周防灘沿岸域を対象として選定

された海岸に対して非線形長波近似式を

用いた数値計算を行い高潮偏差と海面水

位を求める．これら海面水位により波浪

がどのように変化するのか波浪変形計算

を行う．また、推算された高潮偏差と満

潮位を足し合わせることにより得られる

可能最大潮位の再現期間（確率年）を求

めるために，既存の観測最高潮位データ

に対して極値解析を行う． 

(2） 海岸構造近傍の複雑な波動場を精度良く

再現することができ，かつ，記憶容量や

計算時間が格段に少なくて済むBEM（境

界要素法）と，砕波を含む複雑な自由表

面を取扱うことが可能である VOF 法を

結合することにより両者の利点を生かし

た新たな断面 2 次元波動場解析法を開発

する．また，実際の現象を捉えるため，3

次元の数値水槽が必要であるが，現段階

では VOF 法のみによる 3 次元数値水槽

を構築し，検証計算を行う．次に，越波

の計算に対応ができるように 2 次元数値

波浪水槽を拡張し，規則波と不規則波を

用いて海面上昇を考慮した越波計算を行

う． 

(3） 埋立地や干拓地の前面に広がる干潟海岸

における自然環境の特性を，現地調査か

ら得られるデータを地理情報システム

（GIS）によりデータベース化すること

により把握し，海面上昇による水位上昇

や波浪変化が，それら自然環境にどのよ

うな影響をもたらすのかを予測する． 

 

４．研究成果 
（１）周防灘における高潮特性 

 海面上昇により高潮災害が増大すること

が最も危惧されることから，最高潮位の観測

値より極値統計解析を行うとともに，周防灘

を対象とした高潮数値計算とモデル台風の

パラメターを用いて高潮特性を調べ，以下の

結果を得た． 

① 苅田港と青浜で観測されている潮位デー

タを用いて極値解析を行い，再現期間（年）

ごとの再現確率統計量を求めた．T9918 に

よる最高潮位に対する再現確率年は，苅田

港で約 50 年，青浜で約 70 年（図―１）と

3.5

4.0

4.5

5.0

5.5

6.0

6.5

7.0

0 2 4 6 8 10 12 14

青浜

最
高

潮
位

（
ｍ

）

y（基準化変量）

10
20 50

100

200

500

x=0.1859y+4.1876      R=0.9368

Weibull: k=0.75

 

図−１ 青浜の最高潮位と基準化変量 

(k=0.75, A=0.186, B=4.188) 
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なる． 

② 周防灘の西岸域において高潮増幅特性の

危険な台風経路（図－2，3，4）は，図－5

に示すように，縦断コース A では T8013

の経路と同じ A1 コース，横断コースでは

B1（T9119 経路）コース，コース C では C0

と C1 であった．この中で最も高潮が高く

なったコースは Cコースで約 4mにもなる．

A コースでの最大偏差は約 3m，B コースで

は約 2m となった．C コースが高潮の最も

危険なコースとなる要因は，20m/s 以上の

風速が長時間吹くこと，風速がほぼ最大に

なる時に周防灘においてフェッチが最も

長くなる東風となることの２つが考えら

れる． 

③ 最低中心気圧を変えた場合，台風コース

C1 において台風の中心気圧を小さくする

とほぼ直線的に高潮偏差が増大し，周防灘

西岸で地域的な差はほとんど出なかった．

偏差の増幅率は，0.05m/hPa で，A コース

や B コースと比べ，約 1.6～3.3 倍高い値

となった．  

④ 苅田港と青浜において，高潮数値計算によ

り推定した各コースの最大高潮偏差と朔

望満潮位とを足し合わせた可能最高潮位

を求め，最高潮位の極値解析から得られた

関係を用いて再現期間を推定し，表−１に

示す．A コースの可能最高潮位に関しては，

1200 年から 1500 年確率となり，C コース

の 4m に近い推算最高偏差に関しては，

2000 年確率以上となる．B コースが確率年

としては最も小さく，100 年から 200 年と

推定される． 

 表−１ 可能最高潮位の確率年 

 既往最

高潮位 

蒴望平均

満潮位 

推算最

高偏差 

可能最

高潮位 
確率年 

苅
田
港 

5.72 4.04 

2.60(A) 6.64 1200 

1.51(B) 5.55 100 

3.76(C) 7.80 >2000 

青
浜 

5.92 3.90 

2.99(A) 6.89 1500 

2.05(B) 5.95 200 

3.94(C) 7.84 >2000 

 

（２）人工海岸における海面上昇の影響 

 構造物近傍の波浪場を再現するために 3

次元数値水槽を開発するとともに，沿岸域

における人工システムの代表として埋立地

と護岸形態の新門司港を対象として， VOF

法による越波数値モデルを用いて，護岸を超

える波の水量（越波量）を算定した．それに

より以下の結果を得た． 

① BEM と VOF 法を結合した解析法を開発

し，検証計算を行い，非線形波（第 5 次ス

トークス波）の進行波のみではなく反射波

についても十分に再現することが可能で

あることを確認した．3 次元数値水槽にも，
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図－2 T8013を基準とした台風経路 Aコース 
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図－3 T9119を基準とした台風経路 Bコース 
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図－4 T7209を基準とした台風経路 Cコース 
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規則波と不規則波を用いて検証計算を行

い，妥当性と精度を有することが確認でき

た，また，図−６に示す矩形断面の 2 列角

柱構造物近傍の波動場を対象に適用性の

計算を行い，3 次元数値水槽の有用性を有

することを確認した（図−７）． 

② 2 次元数値水槽（図－８）を用いて越波計

算を行い，越波に対して波高や周期，水深

などは強い影響を与えることが分かった．

より大きな有義波高とより長い有義周期

により最も高い越波率が得られた． 特に，

有義波高がより大きい時に越波率が急速

に増加することがわかった．また，図－9

に示すように，越波率が海面上昇量につれ

増加することと，海面上昇が生じたすべて

のケースにおける越波率は護岸被災限界

許容越波量10
-2

m
3
/m/sを超えていることが

分かった．すなわち，想定した波浪条件で

は現況の護岸高は許容越波量を満足する

が，0.44m の海面上昇で越波量が最大約３

倍，0.88m で約７倍と増大し，許容越波量

を遥かに超える．従って，沿岸域において

海面上昇により越波の危険性が増大する

ことになる．  

③ SWAN による半無限堤および開口防波堤

背後の波浪変形計算を行い，間瀬らの計

算結果と比較し，SWAN の回折計算精度

を確かめた．また，SWAN による波浪変

形計算の有効性を確認するための風を考

慮した計算では，波高は 0.1m から 0.3m

位高くなることが分かった． 
 

（３）干潟海岸における海面上昇の影響 

 干潟海岸に対する海面上昇の影響を明らか
にするため，図－10 に示す曽根干潟とその周
辺海域を対象に絶滅危惧種であるカブトガニ
の幼生を指標種として，生息環境の物理・化
学的特性を明らかにするとともに，海面上昇
が起こった場合の影響を予測し，以下の結果
を得た． 
① 複数の機関により観測されたデータ（図－

10）を用いて GIS に基づくデータベース

を構築し，北九州空港島周辺の自然環境の

時空間解析を行った．このデータベースを

用いることにより，各種の調査結果や数値

計算の結果を一元管理できるとともに，そ

れらを組合せて解析することやその結果

を表現することが容易であることを明ら

かにした．すなわち，曽根干潟周辺海域の

自然環境については，埋立てにより，空港

島より陸側での波高の低下が確認できた

が，図－11 や 12 が示すように，水質，底

質については顕著な傾向はみられなかっ

た．しかし，底質については一時的（H12

図－9 海面上昇による越波率の変化 
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図－7 波高の空間分布
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図－10 対象海域と測点位置図 
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年）および局所的に底質 COD が悪化してい

た（図－13）．  

② 波浪環境については，干潟周辺の大規模建

造物の影響で干潟に入射する波高が著し

く低下した．ENEとE方向は空港島，ESE

方向では新松山地区の影響が大きい結果

が得られた．この波浪環境の変化が，H12

年度以降の産卵つがい数の増大の要因と

なった可能性が高い．  

③ 曽根干潟の自然環境については，曽根干潟

を全体的にみると，陸側に近いほど含泥率

および COD が高く，底質硬度が低い環境

であり，沖に向うにつれ含泥率および

COD は低下し，底質硬度は高く，底生動

物の種類数は増加傾向がみられた．また，

干潟のほぼ中央を漁港に延びるコンクリ

ート道路によって北干潟と南干潟に分け

られ，それぞれ特徴が認められる．2008

年の調査結果から得られた地盤高と含泥

率の分布とカブトガニ幼生の生息個体数

との関係を表した図－14 を参照すると，

北干潟では，南干潟に比べると地盤が高く，

底生動物は種類数および個体数とも多く

豊かであるが，カブトガニ幼生の個体数は

約 50 個体と少ない．南干潟では，北干潟

に比べると地盤が低く，底生動物は種類数

および個体数ともに少ないが，カブトガニ

幼生は約 600 個体と多く生息していた． 

④ 図－15 に示すように，過去３年間のデー

タからカブトガニ幼生の生息環境がある

程度把握できたと考える．すなわち，カブ

トガニ幼生が多く生息していた環境は，地

盤高 0.0～0.5m，含泥率 20～80％，含水比

 

図－13 夏季の底質 COD の平面分布 

底質COD  
（mg/g）

1 - 5

6 - 10

11 - 15

16 - 20

21 - 25

26 - 30

31 - 35

36 - 40

41 - 45

46 - 50

H12年度夏季 

底質 COD(mg/g) 

 

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

-2 -1.5 -1 -0.5 0 0.5 1

5齢以下

6齢以上

幼
生
個
体
数

地盤高（m）

0

100

200

300

400

500

0 5 10 15 20 25 30

5齢以下

6齢以上

幼
生
個
体
数

硬度（mm）  

0

100

200

300

400

500

0 20 40 60 80 100

5齢以下

6齢以上

含泥率（％）

幼
生
個
体
数

0

500

1000

1500

2000

1 2 3 4 5

5齢以下

6齢以上

強熱減量（％）

幼
生
個
体
数

 

図－15 幼生個体数と各種物理量との関係 

 

図－11 st 系の水質 COD の経年変化 
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図－12 st 系の底質 COD の経年変化 

 

図－14 地盤高（上）と含泥率（下）およ

び幼生生息個体数の平面図 
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30～40％，底質硬度５～20mm，COD が１

～3mg/g，硫化物が 0.00～0.06mg/g，底生

動物種類数５～10，底生動物個体数 100～

300 という結果が得られた．  

⑤ 海面上昇により+0.88ｍの平均海面上昇が

起こると仮定すると，図－16 に示すよう

に，カブトガニ幼生が最も生息する標高 0

ｍ〜0.5m の干潟面積が現況の約 1.4km2

から 0.2km2と 8 割以上消滅し，幼生の生

息環境が激変する可能性があることを明

らかにした．  
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図－16 カブトガニ幼生の生息範囲の変化 


